






















最高裁第三小法廷平成 26 年 10 月 28 日判決　不当利得返還請求


















Yは、平成 22 年 3 月、Aと会員になる旨の本件契約を締結し、同年 12
月までの間に、Aに対して 818 万 4200 円を出資金として支払い、Aから
2951 万 7035 円の配当金の給付を受けた。Aは、少なくとも 4035 名の会員





























返還請求権が否定されるべきであること（大審院大正 5年 11 月 21 日判決・










































































一つの東京高裁平成 24 年 5 月 31 日判決（後述【2】）は、本件最高裁と同じ
無限連鎖講の破産管財人が提起した訴訟であり、実質的に同じ事案である。
しかし、本件最高裁の原審である東京高裁平成 24 年 6 月 6 日判決では破産
管財人の返還請求が認められなかったのに対し、ほぼ同時期になされた上述
東京高裁平成 24 年 5 月 31 日判決ではこれを認めており、その判断は異なっ















判例【1】　 東京地裁平成 18 年 5 月 23 日判決　不当利得返還請求事件（判時
1937 号 102 頁）[ 確定 ]
A社は健康補助食品販売を隠れ蓑にした無限連鎖講であったが、破産後に、
破産管財人Xが、大口会員であったY1、Y2 に対して、配当金名目で受け取っ























判例【2】　 東京高裁平成 24 年 5 月 31 日判決　不当利得返還等請求控訴事件
（判タ 1372 号 149 頁）[ 確定 ]
事実の概要は、返還を求めた相手である被告Ｙと求める返還額が異なるだ


























































べき程の反社会性」（最判昭和 35 年 9 月 16 日民集 14 巻 2209 頁）を有する
もの、ないし「その行為の実質に即し、当時の社会生活および社会感情に照
らし、真に倫理・道徳に反する醜悪な者と認められる」もの（最判昭和 37
年 3 月 8 日民集 16 巻 500 頁）として民法 708 条の適用を否定しており、学
⑵　谷口知平『不法原因給付の研究』（有斐閣、1949 年）190 頁。
⑶　我妻榮『債権各論下巻一（民法講義Ⅴ 2）』（岩波書店、1972 年）1132 頁。






難波譲治「公序良俗と不法原因給付」法律時報 66 巻 4 号 93 頁、長谷川隆「Ⅵ権利の



















いて債権者代位権を行使して返還請求した事案（大判大正 5年 11 月 21 日民
録 22 輯 2250 頁）、もう一つは、破産管財人が、破産者が行った不法原因給
























管財人が高額の歩合報酬の返還を求めた事案（大阪地裁昭和 62 年 4 月 30 日









⑻　四宮　前掲 179 頁、我妻　前掲 1162 頁。なお、松坂佐一『事務管理・不当利得（新
版）』198 頁に、ドイツの議論の紹介がある。

























































































































































































いとし、民法 708 条の優先適用を根拠に民法 705 条の適用を否定しているこ
とから、論旨に矛盾がある旨の指摘がある⒅。しかし判例【2】および本件







⒄　両者の関係についての学説は、石外克喜「民法 708 条と民法 705 条」『不当利得・事
務管理の研究（2）』（有斐閣、1972 年）41 頁以下で詳細に論じられている。
⒅　加賀山茂「批判」別ジュリ 200 号（消費者法判例百選）60 頁。
京女法学　第 7号212
鎖講という刑罰の対象となる取引が会員と行われていることから、それに基
づく給付が不法原因給付にあたるという点において、民法 708 条の適用を制
限する立場で解釈したとしても争いようがないといえる。このため、ある意
味民法 708 条の適用を制限するという方法で、返還請求を認めることができ
なかった事案と解することもできる。このため、不法原因給付に当たるとし
つつ、他方で、他の損害を被った会員との衡平を図るために利得の返還を認
める必要があり、その方法として、信義則を適用したと考えられる。しかし、
上述の通り、もともと一種の一般条項として評価されている民法 708 条の適
用に加えて、信義則を用いることにより、判断の基準はあいまいとなり、恣
意的な判断がなされるおそれが高くなる。本件は、結論としては妥当と考え
るが、信義則を用いる解釈は、無限連鎖講という、他の会員の出損により特
定の会員が利益を得ているという組織の特性が事実として存在し、しかも利
益を得た会員からの返還により他の会員の損害が填補される関係にある場合
に限られると解する。
